
2025年 10月 1日改訂 

※ 下線部変更

新 旧 

第１条 （約款の趣旨） 

（中略） 

２ 本約款は投資一任契約申込書（所定の「ＪＡバン

ク資産運用サービス 投資一任契約申込書 兼

ＭＲＦ累積投資契約申込書 兼 貯金払戻依頼書 

兼 投資信託の「取引報告書」交付省略依頼書」

を指します。）とともに本契約を構成するものであ

り、また、本約款と投資一任契約申込書のお客さ

ま控え（「「ＪＡバンク資産運用サービス 投資一任

契約申込書 兼 ＭＲＦ累積投資契約申込書 兼 

貯金払戻依頼書 兼 投資信託の「取引報告書」

交付省略依頼書」にかかるお手続完了確認書」

を指し、以下「お手続完了確認書」といいます。）

は、金融商品取引法第 37 条の４に基づき、金融

商品取引業者等が金融商品取引が契約成立し

たときに遅滞なく提供する「契約締結時等交付書

面」を兼ねています。 

第 3 条 （用語の定義） 

（中略） 

（７） 運用開始日

（中略）

なお、当社は、運用開始日が第 24 条第 2 項

に掲げる（１）から（４）のいずれかに該当 

する場合、当該運用開始日以降最初に発注

が可能となる日に発注を開始するものとしま

す。ただし、この場合であっても、運用開始日

は変更されないものとします。 

（後略） 

第１条 （約款の趣旨） 

（中略） 

２ 本約款は投資一任契約申込書（所定の「ＪＡバン

ク資産運用サービス 投資一任契約申込書 兼

ＭＲＦ累積投資契約申込書 兼 貯金払戻依頼書 

兼 投資信託の「取引報告書」交付省略依頼書」

を指します。）とともに本契約を構成するものであ

り、また、本約款と投資一任契約申込書のお客さ

ま控え（「「ＪＡバンク資産運用サービス 投資一任

契約申込書 兼 ＭＲＦ累積投資契約申込書 兼 

貯金払戻依頼書 兼 投資信託の「取引報告書」

交付省略依頼書」にかかるお手続完了確認書」

を指し、以下「お手続完了確認書」といいます。）

は、金融商品取引法第 37 条の４に基づき、金融

商品取引業者等が金融商品取引契約成立時に

遅滞なく作成、交付する義務のある「契約締結時

交付書面」を兼ねています。 

第 3 条 （用語の定義） 

（中略） 

（７） 運用開始日

（中略）

なお、当社は、運用開始日が金融商品取引

所の休場日または運用対象となる投資信託

のファンド休業日、もしくは当社において円滑

な運用ができないと判断した場合等の事由に

より当該運用開始日に発注を行わないことが

あります。この場合、当該運用開始日以降最

初に発注が可能となる日に発注を開始するも

のとします。ただし、この場合であっても、運

用開始日は変更されないものとします。 

（後略） 
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第 24 条 （支払日） 

（中略） 

2 上記運用開始日（解約日を含む）が次のいずれ

かに該当する場合、当該運用開始日に発注を

行わないことがあります。この場合、当該運用開

始日以降最初に発注が可能となる日に発注を

開始するものとし、これによりお支払いが遅延

することがあります。 

（１）金融商品取引所の休場日または運用対象

となる投資信託のファンド休業日にあたる場合 

（２）第 13 条第 1 項（６）または（７）に掲げる売

買注文の発注から受渡に至るまでの過程にあ

る場合 

（３）当社において円滑な運用ができないと判断

した場合 

（４）その他やむを得ない事由がある場合 

    

（制定日） 

2025年 10月 

 

第 24 条 （支払日） 

（中略） 

2 上記運用開始日（解約日を含む）が金融商品取引

所の休場日または運用対象となる投資信託のファ

ンド休業日、もしくは当社において円滑な運用が

できないと判断した場合等の事由により当該運用

開始日に発注を行わないことがあります。この場

合、当該運用開始日以降最初に発注が可能とな

る日に発注を開始するものとし、これによりお支払

いが遅延することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

（制定日） 

2025年 4月 

 

以上 


